
１．重要な会計方針

（１）　固定資産の減価償却の方法

 ①固定資産の減価償却は、定額法によっている。

 ②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリース期間を耐用年数とし、

　　また、リース料総額と取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ利息法により配分する方法を採用している。

（２）　引当金の計上基準

 賞与引当金 ・・・

 退職給付引当金 ・・・

 役員退職慰労引当金 ・・

（３）　キャッシュフロー計算書における資金の範囲

（４）　消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

小　　　計 590,934,304          598,710,704             199,572,253              990,072,755              

合　　　計 643,434,304          1,546,210,704           199,572,253              1,990,072,755            

ソフトウェア 387,194,365          25,359,400               156,271,758              256,282,007              

ソフトウェア仮勘定 -                         275,242,000             -                             275,242,000              

建物付属設備 35,746,511            23,579,919               13,857,755                45,468,675                

備品 55,641,067            8,841,620                 21,828,140                42,654,547                

退職給付引当資産 112,352,361          18,915,880               7,614,600                 123,653,641              

調査研究・認知度向上等事業費積立資産 -                         246,771,885             -                             246,771,885              

小　　　計 52,500,000            947,500,000             -                             1,000,000,000            

特定資産

基本財産

定期預金 52,500,000            -                             -                             52,500,000                

普通預金 -                         947,500,000             -                             947,500,000              

  定期預金からなっている。

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 財務諸表に対する注記

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生し
ていると認められる額を計算している。
なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計上している。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

 　　キャッシュフロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、臨時引出し可能な預金及び容易に

  換金可能であり、かつ価値変動について僅少のリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

※退職給付引当資産に対応する負債は、退職給付引当金および役員退職慰労引当金である。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

経常収益への振替額

事業費計上による振替額

管理費計上による振替額

合　　計 3,697,674,006

-                             -                             

ソフトウェア 256,282,007 (256,282,007) -                             -                             

内　　容 金　　額

3,697,674,006

3,048,887,744

648,786,262

-                        

-                        1,193,226,111      

52,500,000           

寄附金
（一社）セメント協会外 12団体

（一社）ＳＫ総合住宅サービス協会

52,500,000      

合　　　　計 531,081,943     5,031,965,403 3,697,674,006 1,865,373,340      

産業雇用安定センター補助金 厚生労働省 478,581,943     3,838,739,292 3,697,674,006 619,647,229         指定正味財産

補助金

当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

寄附金

寄附金

合　　　　　計 578,428,119 368,362,951 210,065,168

(単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額

-                          1,193,226,111

-                        

指定正味財産

指定正味財産

備品 194,364,671 151,137,522 43,227,149

リース資産 263,723,051 143,030,363 120,692,688

（単位：円）

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備 120,340,397 74,195,066 46,145,331

小　　　計 990,072,755 (865,373,340) (1,045,774) (123,653,641)

合　　　計 1,990,072,755 (1,865,373,340) (1,045,774) (123,653,641)

備品 42,654,547 (42,654,547) -                             -                             

ソフトウェア（仮） 275,242,000 (275,242,000) -                             -                             

調査研究・認知度向上等事業費積立資産 246,771,885 (245,726,111) (1,045,774) -                             

建物付属設備 45,468,675 (45,468,675) -                             -                             

特定資産

退職給付引当資産（※） 123,653,641 -                             -                             (123,653,641)

小　　　計 1,000,000,000 (1,000,000,000) -                             -                             

基本財産

定期預金 52,500,000 (52,500,000) -                             -                             

普通預金 947,500,000 (947,500,000)

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産からの

充当額）
（うち負債に
対応する額）



７．キャッシュフロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

預貯金勘定 預貯金勘定

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

（２）　重要な非資金取引は以下の通りである。

８．リース取引関係

（１）  所有権移転外ファイナンス・リース取引

ⅰ　リース資産の内容

その他固定資産・・・出向・移籍支援システムサーバ（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　出向・移籍支援システム端末等（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　出向・移籍支援システム端末等②（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　事務用端末（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　複合機（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　地方公用車22台（リース車両運搬具）

　　　　　　　　　　　　　地方公用車1台（リース車両運搬具）

　　　　　　　　　　　　　事務用端末383台（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　事務用システムサーバ（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　事務用端末40台（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　地方公用車39台（リース車両運搬具）

　　　　　　　　　　　　　地方公用車1台（リース車両運搬具）

　　　　　　　　　　　　　複合機（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　人事・経理システムサーバ（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　出向・移籍支援システムサーバ（リース備品）

　　　　　　　　　　　　　出向・移籍支援システム端末等（リース備品）

９．退職給付関係

（１）  採用している退職給付制度の概要

（２）  退職給付債務及びその内訳 (単位：円）

① 退職給付債務　

② 退職給付引当金

（３）　退職給付費用に関する事項 (単位：円）

① 勤務費用

② 確定給付企業年金

③ 退職給付費用

（４）　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

16,694,380

13,555,500

30,249,880

　退職給付債務の計上に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算している。労働関係法
人企業年金基金については総合設立型であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、
当該年金制度への要拠出額を退職給付費用として処理しており、退職給付債務の計算には含めていない。

前期末 当期末

520,159,092円 851,262,707円

△ 110,694,891

前期末 当期末

　当年度追加計上したファイナンス・リース取引に係る資産
及び債務の額はそれぞれ158,818,766円である。

　当年度追加計上したファイナンス・リース取引に係る資産及
び債務の額はそれぞれ6,601,826円である。

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。また、複数事業主制度による企業年金基金（労働関係法人企業年金
基金）に加入している。

△ 110,694,891

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 -円 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 -円

520,159,092円 851,262,707円



１０．関連当事者との取引の内容

　　　　該当事項なし。


	★財務諸表に対する注記

